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研究成果の概要（和文）： 

 経済のグローバル化の中で、アジア諸国は、自国へのハブ誘致を目指して、大規模空港・港
湾の建設競争をしている。その一方で、国内のネットワーク整備は、遅れていたり重複が発生
していたりする。本研究ではこうした問題意識の下、空港、港湾、鉄道、および道路等からな
る交通ネットワークの整備とその運用方法について、具体的な政策提言につながるような理論
的・計量的フレームワークを作り分析した。これによって、最適な地方公共財供給や高速道路
の料金政策、あるいは、一般均衡分析のために有用な応用一般均衡モデルの構築と利用に関す
る知見を提供できた。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The globalizing economy urges the governments to develop huge transportation hubs 
while their investment in such public goods is often found inefficient and poorly 
organized in Japan. In this project, we develop the theoretical and empirical 
framework useful to prepare investment and operation strategies of the transportation 
network. We have successfully investigated rules for the optimal local public goods 
provision and the efficient pricing of highways as well as the development and usages 
of computable general equilibrium models useful for those analyses. 
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１．研究開始当初の背景 

 経済のグローバル化の中で、アジア諸国は、
国へのハブ誘致を目指して、大規模空港・港

湾の建設競争をしている。これは、単に、交
通産業の誘致にとどまらず、旅客・貨物の輸
送の利便性を向上させることで、自国への産
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業誘致までも念頭に置いたものとなってい
る。日本の国際空港・港湾の整備はアジア地
域の中で遅れを取っており、このことは過度
の産業空洞化をもたらしかねない。 

 国内の輸送ネットワークにおいては、東京
と他の大都市との間の輸送需要の大きさに
対して、羽田空港や新幹線の容量が十分とは
いい難い。しかし、このような状況のもとで
も、地方には小規模空港が乱立し、その利用
度の低さから、非効率な投資との批判が絶え
ない。 

 また、鉄道においては、大都市圏の通勤混
雑は、近年緩和してきているものの、通勤者
の快適性への選好はよりいっそう強くなっ
ており、対策が求められる。しかしその一方
で、地方圏においては、赤字鉄道の廃止が相
次いでいる状況である。 

 これらのことは、従来の交通に対する経済
学のアプローチでは、それぞれ個別に取り扱
われてきた。しかし、多くの輸送需要は、複
数のリンクにまたがっており、交通のネット
ワークを分断して捉えることはできない。例
えば、近年、空港への鉄道アクセスが普及し
つつある。また、環境問題から、貨物輸送に
鉄道を利用しようという試みも再び盛んに
なりつつある。 

 これに対応するためには、輸送ネットワー
ク内での、各リンク市場間のつながりを考慮
した一般均衡のフレームワークで考える必
要がある。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、空港、港湾、鉄道、および道路
らなる交通ネットワークの整備とその運用
方法について、具体的な政策提言につながる
ような理論的・計量的フレームワークを作り
分析することを目的とする。 

 外部性や規模の経済がある社会において
は、個別の輸送市場を部分均衡的に分析する
のでは、政策の正確な評価は不可能である。
本研究では、ネットワーク内での個別リンク
間の関係および交通産業と産業立地の関係
に着目して、これらを一般均衡的に捉えるこ
とを目指した。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、(1) 交通と産業立地の相互作用
の理論的研究(2) 複数均衡のもとでの均衡
選択(3) 費用便益分析の精度の向上(4) 社
会資本の効率的整備のための政府間事務・財
源配分(5) 交通市場の効率化のための規
制・競争政策(6) 交通部門における環境問題
への対策の 6つの分野から構成され、それら
個別の分野の検討を行いつつも、相互にこれ
らの分析手法や成果を結びつけることで、よ
り一般的な政策的含意を得ようとするもの
である。 

 これら個別の問題について、前回の科研
費・基盤(B)プロジェクトの成果である、複
合要因を統一的に取り扱うための「空間均衡
フレームワーク」をふまえつつ検討を行った。
その上で、いくつかのテーマ、あるいは、そ
のテーマにおいて重要な(とくに規模の経済
性や外部性に関連する)要因同士で、相互に
スピルオーバーするものを抜き出し、複合的
な分析を行うことができるよう、個別のフレ
ームワークを拡張することを目指した。 
 また、最新の研究動向に関する情報収集と、
さらなるブレインストーミングの場として、
研究会を政策研究大学院大学において 4年間
に 27回開催した(原則として 1回につき 2報
告)。さらには、共通の問題意識を持つ研究
者とコンファレンスを開催した。そこでは、
6 つの研究報告を行い、あえてその研究分野
とは異なる研究者を討論者として配し、多様
な見地から研究成果を検討できる機会を提
供した。 
 それらの研究会やコンファレンスには、適
用可能な理論モデルを幅広い分野から探る
ために、第一線の理論的・実証的研究を行っ
ている研究者をこの研究会に招聘した。また、
現実の都市と交通問題についての最新の知
見を得るため、その専門家も招聘した。この
研究会には、代表者と分担者以外にも都市経
済学、産業組織論、貿易理論、財政学、マク
ロ経済学などの専門家が定期的に参加し、活
発な議論を行った。 
 
４．研究成果 
 道路や港湾といった地方公共財に関する
最適な供給方法についてはこれまで様々な
検討が行われてきた。その中でも、Okamoto 
(2009)は、単一中心型の都市の中に複数の自
治体があるケースを考えて、これを明らかに
した。 
 道路のような公共財は、混雑の問題が深刻
であり、これに対しては適切な価格設定や混
雑管理を行う必要がある。この種の問題につ
いて、城所(2009, 2011)は高速道路の料金設
定について吟味を行った。一方、Yoshida 
(2011)は、高速道路の運営方式について注目
し、民営化や垂直統合型の運営を行った場合
について考察を行った。 
 道路以外でも、ボトルネック設備があらか
じめわかっている場合には、より詳細な検討
を行うことができる。たとえば、日本の電力
ネットワークは周波数が 50Hz と 60Hz に分断
されているが、両者の間をつなぐ周波数変換
装置の設備容量に強い制約があると信じら
れてきた。 
 しかしながら、Akiyama & Hosoe(2012)は、
必ずしもそれが深刻なボトルネックになら
ないということを、9 地域の空間的部分均衡
モデルを構築し、これを用いてシミュレーシ



ョン分析することによって示した。そこでは、
特に、地域間で競争を促進させるために、送
電料金を(電力融通契約から想定される)送
電距離に依存しない形で(郵便切手方式)課
金するという政策変更について検討した。 
 交通・通信・エネルギーといったインフラ
型の産業では、大きな固定費を必要とする。
そこで可能な限り多くの利用者を集めて、幅
広く負担させることによって、この費用を賄
おうとする。同業他社との競争がある以上、
事業戦略の観点からは、そのために数多くの
ユーザーを、なるべく長期的に囲い込む戦略
が重要になる。安田(2010)では、スイッチン
グ・コストの概念を用いて、電子マネーやポ
イントカードといった、最近注目を集めてい
る経済現象を念頭に、この囲い込み現象につ
いて検討した。 
 事業者(供給者)側からすると、競争相手は
なるべく少ないほうが良い。一方、消費者(需
要者)側からすると、その逆で、なるべく多
くの供給者が市場に参加し、その間で競争発
生すれば、支出が少なくて済む。また通常は、
その場合には社会的にも効率性が高くなる。
このような観点から競争促進政策が支持さ
れる。では、その成果は、当初期待したとお
りのものであったであろうか。 
 この点について、高木・細江(2009)が、マ
イクロデータを用いて実証分析を行った。そ
こでは、中央省庁や地方自治体といった官公
庁による電力の公共調達のデータを用いて、
既存の電気事業者(いわゆる各地域の「電力
会社」)だけが応札した場合と、(PPS、ある
いは、最近では「新電力」と呼ばれる)新規
参入者が応札した場合を比較することで、競
争によってどれだけ電気料金が低下したか
を計量的に把握した。 
 最後に、本研究で行ったような、様々な分
野・部門が相互につながり合っている場合に
は、解析的な分析は複雑すぎてしばしば解け
ない。この場合には、コンピュータを用いた
数値計算シミュレーションによるアプロー
チが有用である。とくに、一般均衡モデルの
ような大規模モデルになった場合にはこの
有用性が高い。実際、貿易自由化や環境税の
ような、様々な産業が、ミクロとマクロの両
面で関連し合う経済政策について、この種の
モデルが広く用いられている。 
 そこで、応用一般均衡  (computable 
general equilibrium, CGE) モデルについて、
その理論的枠組みから、データの加工、デー
タを用いたモデルの推定方法、コンピュー
タ・プログラムの作成といった一連のモデル
構築方法とその利用に関して、Hosoe et al. 
(2010)が初学者に対してわかりやすい解説
を施している。これによってますますこの種
の数値計算による分析手法の裾野が広がる
ことが期待される。 
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